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研究成果の概要（和文）：農業における人的経営資源への戦略投資・能力開発モデルを検証仮説として考え，理論的考
察だけでなく，実態を踏まえた現地調査によって同モデルの有効性，特に実践性について検証した。人的経営資源への
戦略投資の考え方を示した上で，経営ビジョンと投資戦略の国際比較を行い，人的経営資源への投資が日本農業の成長
の方向性であることを示した。また，社会的な農業教育システムの展開として，農業経営者教育に力点を置いたリカレ
ント教育プログラムを開発し，その中で農業者の経営能力開発と実践方策を検討した。

研究成果の概要（英文）：We examined the hypnosis of strategic investment in human resource and ability 
development of farm management, with taking theoretical and empirical approaches. Showing framework of 
strategic investment in human resource was followed by international comparison of investment management. 
Human resource management is important especially in the Japanese industry. We also developed a recurrent 
educational program for farm managers and considered practical methods to enhance their abilities.

研究分野：農業経営学
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１．研究開始当初の背景 
 日本の農業経営では従来，戦略投資は，家
族労作経営を前提として，機械・施設と土地
の拡大に向けて行われてきた。しかし，その
戦略も限界に達し，今後は人的資源への投資
が緊急課題となってきている。そのことに気
付いている農業者はいるものの，どのような
人材をいかなる方法で育成すればよいかに
ついては全くわからない状況にある。 
 また，こうした社会経済的背景をもとに，
成長が停滞する日本農業の現状を打破し，21
世紀を切り拓く新たな農業経営を支援する
実践的な研究が求められている。 
 
２．研究の目的 
 経営が置かれた環境を捉えて戦略投資の
あり方を検討し，どのような人材をいかなる
方法で育成し，どのように労務管理を計画・
実行・評価していくか，こうしたことを一連
の経営として有機的に実践していくことが，
農業の経営成長にとって重要なことである。 
 したがって，農業分野における「人的経営
資源への戦略投資・能力開発モデル」を検証
仮説として考え，理論的考察だけでなく，実
態を踏まえた現地調査を主な手法としなが
ら，同モデルの有効性，特に実践性について
検証していくことを本研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では，次の調査・分析内容について，
理論的・実証的研究を実施した。①経営者の
考え方や戦略投資が経営のパフォーマンス
にどのように反映されているかを解析する，
②長期的人材確保をもたらす農業経営のビ
ジョンや経営戦略に着目しながら，人材の機
能・役割に応じた人的経営資源の特徴を調査
する，③良質な人的経営資源の迅速で確実な
確保のあり方について検討する，④各人の役
割や特性に応じた人的資源管理手法，特に農
業経営者の能力開発とその実践方策につい
て実証する。また，国際競争環境の観点から，
国際比較の視点も加えている。 
 
４．研究成果 
(1) 人的経営資源への戦略投資の考え方 
 最近の大規模農業経営の出現や農業法人
の増加を背景に，雇用をキーワードとした農
業分野の研究がわずかながら進められてい
る。近年の研究では，農業労働力市場の全体
像を解明するべく，受け入れる農業経営側の
特質や外国人労働力まで含めて広く実態が
明らかにされつつある。 
 農業分野の人的経営資源の管理研究では，
長期安定的な雇用確保の条件として，社会的
（経営外部）視点からは，農業労働力供給サ
ービス（外部市場）の活用，雇用環境を含む
経営環境の整備，農業教育・普及システムが
重要な点であり，また他方で，経営的視点か
らは，持続的な能力開発，インセンティブ・
システムやキャリア・パス（内部市場）を用

いた適切なマネジメントの実践が強く求め
られてきたところである。加えて，われわれ
のこれまでの研究においては，農業経営成長
の停滞現象要因について最も重要なものと
して，戦略投資のあり方，とりわけ人的経営
資源への投資（人材育成）が極めて重要であ
ることを指摘した。 
 したがって本研究では，戦略投資としての
人的資源管理の研究を深める必要があると
考える。また，ＷＴＯやＦＴＡ・ＥＰＡの進
展，ＴＰＰ参加交渉など農業分野も本格的な
国際競争時代を迎えていることから，本研究
でもわが国の実態だけでなく海外の動向に
も目をくばり，農業分野における人的経営資
源への戦略投資や能力開発について国際比
較を行うことは，有意義であると考える。 
 農業の経営改革が急務である中，短期的に
は，良好な生産基盤とともに経営管理基盤や
法人化・企業化といった経営体制の整備も進
め，これらを備えた立派な農場を作り上げて，
次世代に引き継ぐようにすることが求めら
れ，他方，長期的には，次世代の人材を農業
経営者として育てるべく教育・研修が必要で
あり，資質・能力向上には，ある程度の時間
がかからざるを得ないと考える。 
 
(2) 経営ビジョンと投資戦略の国際比較 
 日本全国の農業者を対象に経営者特性，経
営戦略，実際のマネジメントなどを調査した。
調査は郵送アンケート（一部，訪問面接）に
よって実施し，607の稲作型農業法人から回
答を得た。さらに 50 のオーストラリア稲作
農場でも同様の調査を実施し，経営目的・志
向，経営者能力，経営管理基盤，経営戦略な
どを国際比較した。両国サンプルの概況は以
下の通りである。 
＜日本＞ N=607，平均年齢 60 歳，平均経
営面積 40ha，企業形態（農事組合法人 49％，
株式会社 25％，有限会社 23％等） 
＜オーストラリア＞ N=50，平均年齢46歳，
平均経営面積 1,332ha，企業形態（パートナ
ーシップ 30％，信託 30％，法人 26％，個人
10％等） 
 経営目的・志向については，オーストラリ
アは生活志向，日本は伝統志向が支配的であ
り，対照的な結果となった。ただし，両国と
も産業志向は極めて薄い。 
 経営者能力については，オーストラリアが
全般的に高い水準を示し，とりわけ企業化精
神や情報収集力に富んでいる結果となった。 
 さらに経営戦略については，オーストラリ
アでは先端技術導入または兼業化（農外所得
源の開発）に特徴が見られた。それに対して，
日本ではマーケティング強化および人材育
成に特徴が見られた。すなわち，オーストラ
リアでは技術への投資が重視されるのに対
し，日本では人的経営資源への投資が，特に
重視されていることが浮き彫りとなった。こ
れらは，両国の経営環境とともに，戦略投資
の方向性の違いを明確に表している。 
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第 1図 経営戦略の日豪比較 
 
 また企業化水準については，時間的自立
（生活時間と切り離し就労条件を整備），経
済的自立（家計と切り離して事業における経
済管理を確立），職能的自立（家族における
人間関係と切り離して経営における分業と
調整の仕組みを整備するとともに責任と権
限を明確化）は互角か，日本が勝っている可
能性がある。空間的自立（生活空間と切り離
して経営のための空間を整備）はオーストラ
リアが明らかに勝っている結果となった。 
 ただし，日本における水田農業，とりわけ
農事組合法人といった非営利型農業法人で
は，経営者能力，企業化水準が低い上に，戦
略的な人材への投資やマーケティング展開
が弱い結果となり，今後の重大な課題として
指摘できる。 
 
(3) 社会的な農業教育システムの新展開 
 農業の知識・技術の急速な増大と陳腐化に
対応し，社会人としての農業者のキャリア・
アップする場の形成に関する社会的要請が
増えている。そこで，われわれは農業経営者
教育に力点を置いたリカレント教育プログ
ラム（いわてアグリフロンティアスクール）
を開発し，その意義を明確にするとともに，
経営能力開発教育プログラムに対する受講
者志向の視点から，今後のカリキュラムのあ
り方について検討した。なお，「実践経営学」
において基本的課題の 1つである経営能力開
発を重視し，経営学という“学問”と，経営
能力開発の“（経営）教育”とを区別しない
点にならい，実践を重視する農業経営学も同
様に，“学問”と“（農業経営）教育”とを一
体化するという立場を本研究ではとった。 
 本開発事例の特徴は，以下の通りである。
社会人として一定の農業経験を経た後でも，
継続的に農業経営者としてのキャリアの向
上が図れるように，大学という社会的な教育
機関において学び直す機会が定期的に提供
される教育システムであった。そこでは，
様々な立場の地域関係者や講師陣の協力に
よって，農業者の経験と直面する時代を踏ま
えた学び直しのニーズを満たせるようなカ
リキュラムが開発・実践されていた。 
 他方，農業経営者向けのリカレント教育の
開発における課題もある。受講する農業者の
経営能力開発教育に対する多様な志向が広

がる中で，各農業者の経営活動ステージにふ
さわしいカリキュラムをどのように編成・提
供するかが重要となる。農業経営能力開発を
目的としたリカレント教育のデザインの方
向性は，従来までは教育・指導内容の中心と
考えられてきた農業生産技術分野よりもマ
ーケティング力の強化や経営体系化に力点
を置いた内容とし，それらを深化させていく
ことが，望ましいと考えられる。 
 
第 1 表 リカレント教育プログラムの開発 

資料:いわてアグリフロンティアスクール業務成果報告
書より作成 

 
 ただし，このような教育プログラム開発に
は試行錯誤が伴い，かなりの時間と苦労を要
する。リカレント教育の本来の趣旨からいっ
ても，循環的・反復的な学習ニーズに対応を
続けていく必要がある。農業経営能力開発に
向けてのリカレント教育は，一朝一夕で成果
があがるものではなく，継続的で地道な取り
組み以外にはないであろう。 

体系 科 目 名 形式・時間 

共通

科目 

現代農業と農業政策 講義 3 

公開授業 〃 6 

現場スタディ 現地研修 15 

コ
ー
ス
専
門
科
目 
経
営
管
理
分
野 

国際化時代の経営者 講義 6 

農産物マーケティング 〃 6 

人的資源・労務の管理 〃 6 

経営成長の管理 〃 6 

集落型経営体の管理 〃 6 

経営改善演習 講義・演習 14 

出前講義 講義・討議 6 

生
産
技
術
分
野 

水田高度利用技術 講義・視察 6 

集約型園芸技術 〃 6 

環境保全型農業技術 講義 6 

耕畜連携技術 〃 6 

バイオ・品質技術と実習 講義・実習 6 

生産技術改善演習 講義・視察 14 

出前講義 講義・討議 6 

農
産
加
工
分
野 

マーケティングの基礎 講義 6 

商品開発 講義 6 

デザインとブランド 講義・演習 6 

鮮度保持・流通技術 講義 6 

食の安全性と関連法規 講義 6 

マーケティング改善演習 講義・実習 14 

出前講義 講義・討議 6 

戦略

計画 

課題研究 現地調査 60 

会計・財務管理と経営診断 講義・演習 12 

農業ビジネス戦略計画策定 〃 18 

 〃 のプレゼンテーション 発表 6 

学習

時間 

共通科目時間数①  24 

コース専門科目実時間数② 174 

戦略計画に関わる実時間数③ 36 

総時間数 ①＋②＋③ 234 



 
(4) 農業者の経営能力開発と実践方策 
 以上の研究作業を踏まえると，農業経営者
向けのリカレント教育を通して，どのように
経営能力開発がなされるかが，農業経営研究
の実践的課題として最も重要であると考え
られる。そこで，教育プログラムによる経営
能力開発の効果を実証分析するとともに，経
営者教育を通した能力開発の原理について
考察し，さらにリカレント教育実践上の課題
を導いた。 
 農業経営者向けのリカレント教育プログ
ラムの開発とその実践上の成果を評価した
ところ，農業経営者の能力開発に対して一定
の効果が見られることを明らかにした。研
究・教育実践から，スクールという「場」が
優れた仲間との討議を通じて経営者資質を
磨く機会を提供していることが確認された。
このリカレント教育を踏み台として成長し
た農業経営者の姿が実際に浮かび上がって
おり，地域リーダーとして活躍している経営
者も現れてきている。 
 
第 2表 経営者能力向上に影響を与える知識
要因・経験要因（検証仮説） 

知
識
要
因 

経営の体系化 

経営管理分野 

農産加工分野 

生産技術分野 

経 

験 

要 

因 

農業経験年数 

経
営
管
理
の
高
度
化 

姿勢の明確化 

情報収集の上達 

財務の管理 

アピール力向上 

生産の効率向上 

労働環境の整備 

経営組織見直し 

集落営農等管理 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
力

の
高
度
化 

販売の見直し 

製品のデザイン 

製品の企画開発 

食品安全性確保 

鮮度維持 

地域価値の企画 

も
の
づ
く
り 

技
術
の
高
度
化 

循環・環境保全 

水田作技術向上 

労働安全の確保 

園芸技術の向上 

農産物の加工 

先端技術の挑戦 

 
 かつて山城章が考案した KAE原理になら
い，経営者能力（A）は，知識要因を示す学
習の有意義さ（K）と経験要因を示す仕事上
の自身の取り組み（E）を通して高まるとい
うモデルを想定した。第 2表に示した説明要
因をもとに，能力向上水準を目的変数として

重回帰分析を行った。決定係数 0.775，自由
度修正済決定係数 0.736，回帰式は 1％水準
で有意であり，当てはまりは良好であった。
農業経験年数は重要な影響要因としては示
されず，E（経験）としては，過去の蓄積よ
りも新たな取り組みが重要であると解釈さ
れる。したがって，経営能力向上には，経験
要因の重要項目に関する機会を継続的に得
られることが有効であろう。また，経営の体
系化に必要な基礎となる知識（K）も重要で
あることも明らかにした。 
 
第 3表 経営者能力向上に影響を与える 
経験・知識（重回帰分析の結果） 

回帰式の精度 

自由度 
修正済 R 

決定係数 
自由度 
修正済 R2 

0.858  0.775  0.736  

回帰式の有意性 
 回帰変動 
 誤差変動 
 全体変動 

自由度 F 値  

9  20.230 ** 

53    

62    

説 明 変 数 
標準偏 
回帰係数 

ｔ 値  

経営の体系化 0.162  2.303  * 

姿勢の明確化 0.140  1.929   

情報収集の上達 0.259  3.634  ** 

経営組織見直し 0.118  1.621   

製品のデザイン 0.333  3.747  ** 

製品の企画開発 0.226  2.535  * 

鮮度維持 0.261  3.821  ** 

労働安全の確保 0.105  1.463   

農産物の加工 0.308  4.033  ** 

定数項  2.437  * 

注）* は 5%有意水準，** は 1%有意水準 
 
 以上から，経営の体系化・計画化に向けた
学習に取り組み，農業経営に対する明確な姿
勢と目標を持ち，積極的に情報収集を行いつ
つ，経営者が自ら作成した事業計画に基づい
て，製品企画などのマーケティング活動を実
践し，新たな経験を重ねることが重要である
という，農業経営者能力の向上に資する有効
な原理を確認することができた。 
 ただし，他の類似した農業経営者向けリカ
レント教育事例への適用については，各々の
取り組み内容とパフォーマンスが教育資源
や教育対象に大きく左右されるため，一般化
には十分な注意が必要である。 
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